
（別紙様式４－２）                                               （特別支援学校用） 
 

（熊本県立ひのくに高等支援）学校 令和４年度（２０２２年度）学校評価表 
 

１ 学校教育目標 
生徒一人一人の能力・特性に応じたきめ細かな指導に配慮しながら、生徒の自律的、主体的な態度を
尊重し、社会自立・職業自立のための教育を行う。 

 
 

２ 本年度の重点目標 

（１）キャリアを繋ぐ教育実践：一貫教育と実用的な知識・技能・態度・表現力の育成 

キャリアとは生きる力であり、中学校から本校における一貫教育や段階的、系統的指導へ、そ

して社会へと繋いでいく。 

（２）人と繋がる社会生活力育成：地域人としての社会生活能力育成 

ア 自他共に認め合える生徒間の人間関係を育成する。 

  イ お互いの人格を尊重する教職員間の人間関係づくり。 

（３）社会と繋げる進路指導：自己選択、自己決定、自己責任 

    社会のルールやマナーの理解促進と人格者として生きるための素地を育成する。 

（４）５Ｓの視点に基づく学校基盤づくり 

  Simple ＝生徒や保護者、地域にわかりやすい組織 

    Slim   ＝スクラップアンドボトムアップの発想で、スマートな組織と時間配分 

    Steady ＝堅実に、伝統を大切にした揺るぎのない教育 

    Speedy ＝大きな組織ゆえに、コンプライアンスに基づく揺るぎのない判断 
    Safety ＝安心・安全な学校づくり  

 
 

３ 自己評価総括表 
評
価 

成果と課題 評価項目 
評価の観点 具体的目標 具体的方策 

大項目 小項目 

 
学校 
経営 
 

風通しの
良い職場
環境づく
りを推進
する 

○相互理解や
一体感を大
切にした取
組の充実 

○毎月１回の職
員研修「スマ
イルアッププ
ロジェクト」
を実施し、職
員の満足度７
０％を目指す
。 

○対話を重視した研
修となるよう内容
を工夫する。 

○毎月の衛生委員会
において、実施研
修の振り返りと次
回研修の検討を行
う。 

Ａ 

○様々な形態（グル
ープワーク、講話、
自主研修など）で
はあったが、計９
回の職員研修を実
施することができ
た。 

○アンケートでは「
やや満足」以上の
職員が約９０％を
占め、グループワ
ークの重要性につ
いての意見が多く
挙がった。 

業務改善
を推進す
る 
 

○ICTを活用
した事務的
業務の軽減 

○タブレットを
活用した各種
会議を実施し
、ペーパーレ
スを図る。 

○タブレット活用の
職員研修を行う。 

○ICT支援員と連携
しながら、会議マ
ニュアルを作成す
る。 Ｂ 

○タブレットを活用
した運営委員会の
進行が定着した。 

○ICT支援員の協力
により、リモート
による公開授業研
究会を開催でき、
参加申込や事後ア
ンケート等に ICT
を活用することが
できた。 

働き方改
革に継続
して取り
組む 

○勤務時間縮
減の意識付
け 

 

○学校全体とし
て、時間外勤
務の時間が前
年度比で１０
％減を達成さ
せる。 

○１８時までの完全
施錠の定着及び毎
週水曜日の定時退
勤を徹底する。 

○勤務時間をグラフ
化した独自の集計

Ｂ 

△前年度比で５％減
（１月現在）では
あった。 

○アフター５の周知
、タイムカード集
計表の活用、対象



表を作成する。 職員との個別面談
の実施し、意識付
けを図ることがで
きた。 

 
授業の 
充実 
 

教育課程
の編成に
ついて検
討を進め
る 

○カリキュラ
ム・マネジ
メントの実
施 

○組織的な検討
を進めるシス
テムを作る。 

○教科会、各教科等
の主査間での検討
、教育課程検討委
員会等、会議を段
階的に設定し、組
織的な検討システ
ム作りを行う。 

Ｂ 

○段階的・組織的な
検討システムを作
り、計画に沿って
教育課程の検討を
進めることができ
た。 

○来年度から導入さ
れる校務支援シス
テムの研修を受け
、運用に向けた課
題を把握・整理す
ることができた。 

ICT 機 器
を活用し
た授業実
践を推進
する 

○ICT機器を
活用した分
かる授業づ
くり 

 

○各授業におい
てタブレット
、電子黒板等
を効果的に活
用する。 

○ICT支援員を計画
的かつ積極的に活
用する。 

○様々なアプリケー
ション、アニメー
ションの使用、ノ
ートの拡大提示等
、ICTの効果的な活
用方法について検
討する。 

Ａ 

○授業研究会や修学
旅行の事後学習を
オンラインで実施
するなど、ICT機器
を活用した実践に
取り組むことがで
きた。 

○ICT機器の活用推
進に向けて、職員
研修を月に１回行
った。 

△様々な活用法を紹
介することはでき
たが、活用までは
難しかった。継続
した研修が必要で
ある。 

文部科学
省指定「
研究開発
学校」の
組織的な
取組を推
進する 
 

○機能的な研
究組織の構
築及び授業
改善に向け
た取組の充
実 

○研究開発に係
る各種委員会
を定例開催し
、研究を円滑
に進めるため
柔軟な情報共
有を行う。 

 
○研究開発課題
に向けた研究
授業及び授業
研究会を実施
する。 

○各種委員会の議事
録を作成し、関係
者に配付すること
で重要事項を共有
する。あわせて、校
内研究会（月１回）
で内容を総括する
。 

○年間３回の研究授
業及び授業研究会
を実施し、研究開
発課題に向けた授
業分析を行う。さ
らに、授業改善の
ため授業観察シー
トを活用する。 

Ａ 

○運営指導委員会及
び文科省との研究
協議会の議事録を
作成し、関係者で
共有できた。また、
校内研究会を毎月
開催することで全
職員が進捗状況を
把握できた。 

○研究開発課題に即
したテーマのもと
学年毎に授業研究
会を年間３回実施
し、授業改善に向
けた具体的な協議
ができた。 

 
キャリ 
ア教育 
(進路 
指導) 

社会自立
･ 職 業 自
立に向け
た基盤づ
くりと、
働くこと
の意味を
知り社会
人に必要
な能力の
伸長を図
る 

○仕事の適性
の理解と職
業選択の視
野を拡げる
取組 

○生徒の職業に
対する視野を
広げ、キャリ
ア発達を促す
進路学習を３
年間で系統的
に行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

○様々な業種の理解
と進路の選択肢の
拡大を目的とした
学校独自の「お仕
事発見フェア」を
実施する。 

○１年生を対象に一
般職業適性検査を
統一実施し、生徒
の強みや適職につ
いて根拠のある指
標を得ることで充
実した進路面談と
実習先 選定 を行
う。 

Ａ 

○８つの業種の企業
担当者を招聘し、
６月時期に実施す
ることができた。 

○職業適性検査で客
観的な指標が得ら
れたことで家庭訪
問時に作業能力と
適性職業について
家庭と共有しやす
くなった。 

△知的障がいがある
場合、全般的に結
果が低く出る傾向
にあるため、検査



○進路指導に関
する職員全体
の専門性向上
を図る。 

○進路指導に関する
職員研修及び各種
研修案 内を ゆう
net. 等 で 紹 介 す
る。 

○実習依頼等の際に
進路担当以外の職
員も同行し、企業
文化の理解啓発に
繋げる。 

の結果をもって生
徒の進路選択を制
約することのない
よう取扱いに留意
が必要である。 

○進路担当者が参加
したセミナーの復
講や各種案内を随
時サーバー上の掲
示版に掲載でき
た。 

△現場実習の依頼か
ら実施までのスケ
ジュールが過密に
なってしまい、同
行調整が難しかっ
た。 

○一般企業就
労の可能性
を広げるた
めの取組 

○学校公開や外
部研修等にお
いて、支援機
関及び企業担
当者５０人の
招 聘 を 目 指
す。 

○現場実習の受
入可能な新規
事業所を３０
社開拓する。 

○企業等への案内の
発送数を増やす、
企業訪問時に案内
する、新規事業所
に焦点を当てるな
ど、様々な場面で
啓発を行う。 

○企業側が障がい者
雇用のメリットや
雇用までの見通し
を持てるよう職場
開拓の際の説明資
料を充 実さ せた
り、社内研修会を
実施する。 

Ａ 

○学校公開の取組に
より、招聘人数は
３０人に留まった
ものの、１２社の
新規事業所の人事
担当者の参加に繋
がった。 

○実習や雇用に初め
て繋がった事業所
は３５ 社で あっ
た。（１年生５社、
２年生１３社、３
年生１７社） 

○職業生活の
維持に向け
た支援力向
上 

○卒業後３年以
内の卒業生の
職場定着支援
とリワーク支
援 に 取 り 組
む。 

 
○関係機関との
連携体制を構
築する。 

○計画的なフォロー
アップを実践する
とともに、突発的
な案件にも支援機
関と連携しながら
迅速かつ丁寧に対
応する。 

○授業参観を中心に
福祉サービスに関
する情報を本人･
保護者 に提 供す
る。 

○自宅近隣の支援機
関の情報提供を行
い、接続に向けた
支援体制を強化す
る。 

Ｂ 

○学校主体の卒業後
の定着支援の重要
性が叫ばれている
ため、進路担当者
全員で定着支援と
離職後のリワーク
支援（３人再就職）
を強化し、支援機
関との情報共有も
タイムリーに行っ
た。 

△令和３年度卒の卒 
業生の離職者が７
人となった。 

○２、３年生の保護 
者を対象に学校近
隣の基幹相談セン
ターの担当者を招
聘し、各種福祉サ
ービスの情報提供
を行うことができ
た。 

 
生徒 
(生活) 
指導 
 

社会のル
ールやマ
ナーの理
解促進を
重視し、卒
業後の社
会自立に
つながる
生徒指導

○事件・事故
を未然に防
ぐ力の育成 

 

○生徒指導講話
などでより具
体的な視覚教
材を用いるこ
とで理解を促
し、問題行動
への発展を未
然に防ぐ。 

○学年集会や全校集
会等の中で、学年
や全体の実態に応
じた講話等を積極
的に行う。 

○何か事案が起こっ
てから対応するの
ではなく、日頃の
かかわりや指導そ
のものが生徒指導

Ａ 

○問題行動案件は減
少傾向にある。日
頃の生徒との関係
構築、様子観察、生
徒理解等の素地が
できつつある。今
後も学校全体とし
て、生徒理解、特性
理解等に留意しな
がら、積極的生徒



を実践す
る 

であることの職員
周知を図る。 

指導・未然防止的
生徒指導を継続し
ていきたい。 

○自転車通学
生の事故防
止及び登下
校時の生徒
の安全確保 

○交通ルールや
マナーを守る
態度を養い、
事故の未然防
止及び事故や
不審者への対
応の理解定着
を図る。 

○自転車通学生には
自転車保険の加入
を義務化する。 

○適宜、講話や体験
を通した交通安全
指導を行う。 

○事故や不審者への
具体的対応を学年
ごとに実践する。 

Ｂ 

△交通事故件数は４
件であり、すべて
自転車事故であっ
た。救急搬送はな
かったが、単独事
故で骨折する事故
もあった。講話や
試乗練習等を行
い、事故防止に努
めたい。 

○不審者役に警察官
を招いて不審者対
応訓練を実施でき
た。臨場感のある
訓練を 実施 でき
た。 

○携帯電話や
スマートフ
ォン等の使
用マナー・
ルール遵守
の育成 

○生徒の携帯電
話やスマート
フォンの具体
的使用例を把
握し、生徒・保
護者へ情報を
還元すること
で家庭内ルー
ルの徹底を図
る。 

○生徒会執行部の定
期的な啓発運動に
加え、生活情報の
授業と連携したル
ール遵守の啓発を
行う。 

Ｂ 

○スマホトラブルは
減少傾向にある。
集会や授業等の中
で実態に即した指
導を継続していき
たい。 

△生徒会執行部を中
心とした啓発が不
十分な面があるた
め、今後、生徒がよ
り自分事として取
り組めるように努
めていきたい。 

 
人権教 
育の推 
進 

人権教育
の視点に
よる実践
を進め、人
権感覚の
醸成を図
る 

○生徒の実態
に即した人
権学習の編
成と実施 

○身近なところ
や地域におけ
る人権問題に
関心を持つた
めの教育実践
に取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○人権教育の視
点による実践
を進め、人権
感覚の醸成を
図る。 

○自己理解と自己受
容を進める活動を
行う。 

○これまで学んだこ
との あ る 人権 課
題、興味のある人
権課題についてア
ンケートで実態把
握を行い、これら
を参考に人権学習
の内 容 を 設定 す
る。 

○身近な人権課題に
ついての講話を聞
き、生徒が意見や
感想を交流する学
習を行う。 

○個人の多様性を認
める活動などを含
めた 授 業 を工 夫
し、実践を深める。 

Ｂ 

○年度当初に、これ

まで学んだことの

ある人権課題及び

興味のある人権課

題について、アン

ケー ト を 実施 し

た。結果をもとに、

今年度はインター

ネットによる人権

侵害をテーマに、

講師を招聘して人

権学 習 を 実施 し

た。多くの生徒が

自身の生活と結び

付けて、人権の視

点で考えを深める

ことができた。 

命を大切
にする心
を育む 

○自他の生命
や尊厳を尊
重する意識
の高揚 

○自他の生命や
尊厳を多面的
かつ実感的に
とらえるため
の教育実践を
実施する。 

○人権集会や道徳を
はじめ、様々な学
習を通して、かけ
がえのない自他の
生命の大切さを伝
える。 

Ｂ 

○人権集会に向けた

標語作成及び標語

の発表を通して、

生徒それぞれが人

権についての自身

の思いを表現した

り、お互いの思い

を知ったりするこ



とができた。 

 
いじめ 
の防止 
等 

いじめの
未然防止
といじめ
を絶対に
起こさせ
ない体制
を作る 
 

○保護者・教
職員との共
通理解、外
部専門機関
との連携 

 

○いじめの定義
を教職員間で
共通理解を図
りながら、い
じめ防止対策
委員会と基本
方針を生徒・
保護者に啓発
する。 

○年３回のアンケー
トだけでなく、教
職員の見守りから
出てきた案件も丁
寧に検証し、いじ
めの早期発見と対
応に努める。 

Ｂ 

○アンケートのとき
だけでなく、日頃
の相談から、対応・
解決することがで
きたケースもあっ
た。 

△継続的な見守りを
要するケースがあ
り、学年団・他分掌
部等との連携を深
めていく。 

○積極的認知を進め
るとともに、生徒
理解、中立的事実
確認等に留意しな
がら対応できるよ
うにする。 

○いじめ防止
に向けた計
画的な学習 

○具体的ないじ
めの事例を示
し、身近な問
題として捉え
させる。全校
集会や生徒総
会において、
いじめ防止に
関する呼びか
けを行う。 

○全校集会において
、生徒会が主体と
なったいじめ防止
の啓発を行う。 

○職員研修での実践
的な事例研究を行
う。 

Ｂ 

○いじめの具体的な
内容を 情報 共有
し、被害生徒の見
守りだけでなく、
加害生徒について
も学年主任・生徒
指導主事レベルで
情報交換・指導を
続けている。 

△生徒が身近な問題
として捉えられる
よう、集会等にお
いて生徒主体で啓
発を行っていきた
い。 

 
地域 
支援 

地域にお
けるセン
ター的機
能の充実
と専門性
の向上を
図る 

○巡回相談の
充実 

 

○巡回相談で個
々のニーズに
応じた対応を
行 う と と も
に、障害理解
の啓発やユニ
バーサルデザ
インの環境づ
くり、また各
巡回先での校
内支援体制が
機能するよう
にする。 

○教育相談の視覚
化、共有化を行い、
具体的な行動レベ
ルでの支援を提案
する。 

○支援の評価を実施
し、ＰＤＣＡサイ
クルの機能化、適
切化を行う。 

○情報共有シート
「シェアシート」
の具体的な記入や
活用の研修を実施
する。 

Ａ 

○巡回相談（PDCAサ
イクル評価含む）
アンケートで、「巡
回相談の活用がで
きた」が９９％に
なり、教師や保護
者の個々の状況や
スキルに合わせた
支援内容の提案が
できた。 

○「シェアシート」に
関しては、療育専
門員（福祉）及び保
健師（保健）と連携
し、幼保向けの共
通した形式を作成
した。お互いが情
報共有しながら支
援を行うことにな
り、大きな改善に
つながった。 

○高等学校に
おける特別
支援教育の
推進 

○高等学校への
巡回相談及び
高校通級のサ
ポートを継続
的に行う。 

○教育相談、生徒面
談、ケース会、自立
活動のアセスメン
ト、授業検討・評価
等を、継続的、定期
的に実施する。 

Ａ 
 

○通級への助言だけ
でなく、行動上の
課題を抱えた生徒
へのアプローチの
仕方や、問題行動
に対する別室指導
のやり方など、生
徒指導部とも連携
し、支援の検討・実



施につながった。 
 
地域連 
携(ｺﾐｭﾆ 
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ 
など) 

総合型コ
ミュニテ
ィ・スク
ールの充
実・発展
を図る 

○学校、保護
者、地域、施
設、福祉等
による協働
的学校づく
り 

○学校と地域が
共に生徒を見
守り、社会自
立に繋げてい
く基盤づくり
を行う。 

○運営協議委員に対
して、現状と課題
の共有を行い、学
校評価をしていた
だき、次年度への
提言とする。 

○学校行事等を通し
て、運営協議会委
員への意見聴取を
複数回行う。 

○適宜ホームページ
等で学校の情報を
発信していく。 

Ｂ 

○販売会等の学校行
事を実施すること
ができた。特に、
「地域花いっぱい
＆ク リ ー ン大 作
戦」には、初めて保
護者も参加し、大
変好評であった。 

△コロナ禍のため、
地域の方々、学校
運営協議会委員の
皆様に学校行事等
の案内ができなか
った。次年度はホ
ームページでの発
信だけではなく、
新しい仕掛けを検
討していく。 

防災型コ
ミュニテ
ィ・スク
ールに関
する取組
の充実・
発展を図
る 
 

○災害発生時
の地域との
連携体制の
構築と職員
の意識の高
揚 

 
 

○防災訓練を計
画的に実施し
ながら関係機
関との連携方
法について確
認すると共に
、学校及びそ
の周辺のハザ
ードについて
職員全員が把
握する。 

○緊急時対応マニュ
アルに基づいた訓
練を実施し、評価・
改善について共通
理解 の 場 を設 け
る。 

○防災意識及び知識
の向上を目指し、
ネット情報の活用
及びマイタイムラ
イン作成に関する
職員研修を実施す
る。 

○隣接する菊池支援
学校と合同避難訓
練（１１月）を実施
し、両校による避
難所運営について
検討を行う。 

Ａ 

○訓練後に生徒には
事後学習として訓
練の感想を、職員
にはアンケートを
取ることで、次回
の実施に向けた改
善点の整理をする
ことができた。 

○防災意識及び知識
向上を目指し、３
学年の生徒及び職
員のみではあった
が、マイタイムラ
イン防災教育サポ
ート事業を活用す
ることができた。 

△合同避難訓練実施
に向けた打ち合わ
せの際、避難経路
に関する打ち合わ
せと備蓄品の確認
を行ったが、避難
所運営についての
検討まではいかな
かった。 

  

４ 学校関係者評価 
（１）進路指導を丁寧に行っており、各校でも参考になる取組であると評価できる。離職者がいる

ことを踏まえて、社会人としての心構え、働く意義などについて、更なる継続的かつ組織的な
指導支援が必要である。また、私生活と仕事のバランスが大事で、バランスが取れていると仕
事が続いている傾向にあるため、余暇の過ごし方についても指導をお願いしたい。 

（２）ＱＲコードを活用した相談支援の体制づくりは評価できる。相談する力と離職は大きく関係し
ているため、知的障がいの特性を考慮して、実際的・体験的な視点を踏まえながら、各教科の指
導と関連させて「言葉」を大切にした指導を行ってほしい。 

（３）保護者からの相談の要望があるのであれば、ＰＴＡとしても何かしらの取組を考えてみたい。 
（４）ＴＳＭＣの進出によって雇用環境の変化が予想される。小規模企業における障がい者への支援

が難しい可能性も考えられるため、そこに対するフォローや対策が必要である。また、障がい者
雇用の枠が少なくなってきており、学校と福祉の密な連携も進めていただきたい。 

（５）ＳＮＳに関する人権学習、タブレットを活用した学習など、社会の流れを踏まえた学習を今後
も継続してほしい。 

（６）生徒指導部の「学び直し」の取組はとてもすばらしい。学校においてこのような丁寧な取組を
していただくと大変ありがたいし、今後も引き続き取り組んでほしい。 

（７）校務支援システムをうまく活用することで、先生方の負担が減り、生徒とのコミュニケーショ
ンの時間が増加することを期待する。 



（８）生徒の希望進路の実現を優先してほしいが、その中で適性等を考慮したマッチングが重要にな
ってくる。今後も適切な指導支援をお願したい。 

（９）卒業後にプロボクサーになる生徒がいるとのことだが、ぜひ夢の実現に向けたサポートをお願
いしたい。 

（10）地域支援におけるシェアシートの活用は大変意義深く、福祉機関との業務内容を役割分担しな
がら、就学につなげてほしい。また、成功事例を共有する方法等も検討してほしい。 

 

５ 総合評価 
コロナ禍における教育活動の維持・充実を念頭に置き、リスクレベルに応じた柔軟な対応を行い

ながら、生徒の社会自立・職業自立に向けて様々な工夫を凝らした取組を行うことができた。特
に、校長が標榜する「横一線の指導」から「縦一律の指導」への意識転換の考え方のもと、生徒の
実態、環境に合わせた指導支援を実践してきたことで、生徒の着実な成長や様々な進路の実現につ
なげることができた。また、組織的対応を基軸とした学校運営を行い、保護者や地域、医療や福祉
といった関係機関と連携を図りながら、本年度の重点目標達成に真摯に取り組むことができた。 
（１）生徒発信の「ボランティア・スピリット・アワード コミュニティ賞」を受賞し、本校教育

の柱である環境教育の定着と意識喚起を図ることができた。 
（２）フォーマルなアセスメントの実施や関係者への理解啓発など、例年以上に様々な取組を行っ

た結果、今年度の一般企業就労率は８９％を達成することができた。実習・就職に繋がる新規
事業所の割合も着実に増えている。 

（３）「文部科学省研究開発校」の実践研究に関して、年間指導計画に沿った授業実践、専門学科
等におけるパフォーマンス評価、個別の事例研究など着実に成果を上げ、１１月には全国に向
けて公開授業研究会を実施することができた。 

（４）ＩＣＴ機器を有効活用するために定期的な職員研修を実施し、修学旅行事の事後学習でリモ
ート授業を展開するなど、新たな可能性を示すことができた。 

（５）積極的生徒指導を全職員で共通理解した上で、学校生活の様々な場面で未然防止を意識した
継続的な指導支援に取り組み、生徒の落ち着いた生活につなげることができた。 

（６）特別支援教育コーディネーターを中心に菊池管内のサポートを精力的に行ったことで、関係
者から絶大な信頼を得ており、センター的機能の充実と専門性の向上に寄与した。 

（７）風通しの良い職場環境づくりを目指し、不祥事防止を主軸とした対話重視の職員研修を定期
的に取り組み、教職員から高い満足度を得ることができ、組織対応の素地ができつつある。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
「安心安全な学校づくり」と「生徒の生命と人権を守る」ことに主眼を置きながら、コロナ禍で

実践してきた教育活動を振り返り、取捨選択を検討した上で、過去に捉われない新しい学校を構築
していく。 
（１）希望進路保障を目指し、フォーマルなアセスメントを根拠とした職業マッチングをさらに進

めていく。また、関係機関との早期からの連携を図れるような仕掛けを検討し、学校総体とし
て生徒の進路を支えていく。 

（２）「文部科学省研究開発校」においては、指導内容の更なる精選、思考力・判断力・表現力の
充実を目途として年間指導計画の見直しを行う。また、学習習得状況表や事例研究なども継続
して取り組み、データとして蓄積し、外部評価をいただく機会も計画的に設ける。 

（３）生徒一人一台のタブレット所有に伴いＩＣＴ教育を進めながら、新学習指導要領に則った
「主体的・対話的で深い学び」に繋げていく。新しい時代に生きる生徒たちの未来を切り拓く
ための総合的で先進的な教育活動に取り組んでいく。 

（４）交通教育、いじめ防止、人権教育など、生徒の生命や尊厳を最優先にした教育を徹底する。
特に、いじめ対応については、遺漏なく情報共有できるシステムの構築とともに、外部専門家
との連携強化を行っていく。 

（５）生徒の相談する力の育成を目指し、ＩＣＴを活用したタイムリーな相談支援の実施ととも
に、教職員のカウンセリング力と実態把握アセスメントなどの全職員の専門性向上を目指す。 

（６）スマイルアッププロジェクト（不祥事防止研修）を継続的に開催し、教職員の人権意識、風
通しのよい組織、声を掛け合える職員など、「人づくり」を中心に据えた教職員組織を再構築
していく。 

 


